
１．調査要領
(1)調査対象

ア 対象地区 新発田市内商工会・聖籠町商工会地区内小規模事業者

イ 調査企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

ウ 回答企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

)

(2)調査対象期間

令和４年１月～令和４年６月

（調査時点　　令和４年９月１日）

(3)調査方法

経営指導員等による巡回または窓口によるヒアリング調査

(4)調査対象と回答企業の構成

構成商工会： 聖籠町商工会・加治川商工会

紫雲寺商工会・豊浦商工会（担当）
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新発田市内商工会・聖籠町商工会地区景況調査報告書

有効回答
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卸・小売業
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２．地域内産業全体の景況概要

【後継者の状況】

【売上高】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【採　算】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【仕入単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【販売（客）単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

　全体の約３割が「上昇」と回答。業種別では、特に建設業の約半数の事業所が「上
昇」と回答しており、業種によって価格転嫁の進行状況に大きな開きが見受けられる。
原材料やコストの増加を企業努力だけで吸収し価格転嫁を行わない場合、収益を圧迫す
る要因となり、先々の設備投資や雇用に対してマイナスの影響を及ぼす事が懸念され
る。
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上昇 不変

　１月～３月にかけて新型コロナウイルス感染症第６波による「まん延防止等重点措置」が
取られた影響により、地域内産業全体の業況には悪化の傾向が見られた。その後、コロナ第
６波の収束により業況は改善に向かったものの、ロシア・ウクライナ問題や急激な円安等に
よる原油・原材料価格の高騰が収支のバランスを崩し、採算・資金繰りを不安視する回答が
増加している。

　前年同期比・前期比共に全体の３割超が悪化と回答。コロナ第６波収束後もウクライ
ナ問題、急激な円安等による原油・原材料高騰から仕入・経費等のコストが上昇してい
るが、建設業を除いて販売価格への転嫁が進んでいない。また、４割超の事業所が「不
変」と回答しており、仕入・コストの増加分を企業努力により吸収し、採算を維持して
いるものと思われる。

　前年同期比、前期比、今後の見通し共に7割以上の事業所が「上昇」と回答。新型コロ
ナの影響により昨年から引き続き物流価格が高騰、今年に入ってからはウクライナ問題
や円安により原油・原材料費が高騰、全ての業種において仕入価格が上昇している。本
年後半も原材料費の上昇が見込まれていることから、今後も厳しい状況が続くものと考
えられる。
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　新型コロナウイルス感染症第6波の影響が大きく反映されており、前年同期比・前期比共に3割
超の事業所が「減少」と回答している。昨年の巣ごもり需要で回復の兆しが見えた製造業・小売
業等では、原油高・円安等の影響による価格上昇が消費者の買い控えを招いているほか、飲食・
宿泊等のサービス業においては消費者の外出自粛により売上が低迷。第６波の収束以降、観光客
や外出者数が増加しているものの売上の回復までには至っていない。
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　半数以上が後継者なしと回答。今後は経営者の高齢化等による廃業の増加が予想されることか
ら、第三者承継やＭ＆Ａ支援等の事業承継支援と併せ、円滑な廃業に向けての支援も必要になる
ものと思われる。
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【資金繰り】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【雇用動向】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【景況判断】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【経営上の問題点】
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　前年同期比、前期比、今後の見通し共に「不変」との回答が８割超を占めている。こ
の結果は調査対象が小規模事業者(家族経営が中心)であることに起因するものと推測さ
れる。業種別では建設業で慢性的な人手不足の状況が続いており、受注が堅調に推移し
ている一方で後期の遅延などに対する不安の声も寄せられている。

　全体の約7割が「不変」と回答。新型コロナ関連の金融支援、国・県による各種支援金
等が事業所の資金繰りを下支えしたものと考えられる。一方で前年同期比、前期比、今
後の見通し共に「悪化」との回答が3割近くあり、コスト上昇分の販売価格への転嫁難
や、コロナ関連貸付の返済開始などによる資金繰りの悪化が懸念される。

　サービス業など一部の業種を除いて、前年同期比、前期比、今後の見通し共に「不
変」、「悪化」の回答が多くみられる。原油価格・原材料高騰に歯止めがかからず、コ
ストの増加が採算を圧迫している中で、買い控えの不安から、なかなか価格転嫁に踏み
切れない状況。また、今後の資金繰りの悪化が予想されるなど先行きが不透明な状況が
続いている。

　事業所の約７割が経営上の問題点として「仕入単価の上昇」と回答。需要が停滞して
いる中で、仕入・経費の上昇を販売価格に転嫁できておらず、資金繰り難から老朽化し
た店舗・設備等の更新をはかることができていない等の状況がうかがえる。また従業員
の高齢化が進む中で慢性的な人手不足が続いているとの声も寄せられている。
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３．産業別景況概要
（１）製造業

（２）建設業

（３）卸・小売業

（４）サービス業

調査事業所数１６社。　経営上の問題点として「仕入価格の上昇(回答数13)」、「需要
の停滞(回答数9)」、「販売価格への転嫁難(回答数8)」の項目が多くあげられている。
販売価格の上昇により消費が停滞している中、更なる買い控えや大型店等への顧客の流
出を懸念し、仕入価格等の上昇分を販売価格に転嫁できていない状況が伺える。また自
動車・家電等の耐久消費財に関しては需要は堅調であるものの供給不足が慢性化してお
り、今後も不安定な状況が続くものと思われる。

調査事業所数２４社。　経営上の問題点として「仕入価格の上昇(回答数12)」、「店
舗・設備の老朽化(回答数9)」、「販売価格への転嫁難(回答数9)」の項目が多くあげら
れている。観光関連業種では、コロナ対策として県や市が実施した支援事業の効果もあ
り、春以降は客足が回復し、景況の好転が見込まれているものの、仕入・経費の上昇分
の販売価格への転嫁難、店舗・設備の老朽化の問題、慢性的な人手不足などが課題とし
てあげられており、早急な対応が望まれる。飲食業に関しては、感染症対策の設備導入
補助や時短協力金の支給などが一時的に資金繰りを下支えしていたが、原材料価格・販
売コストの高騰により採算の悪化が懸念される。
理美容業では、コロナ禍での来店頻度の低下による売上の減少に加え、光熱費等のコス
ト上昇により採算の悪化が懸念される。

調査事業所数７社。　ほとんどの事業所が経営上の問題点として「仕入単価の上昇(回答
数6)」、「人件費以外の経費の増加(回答数6)、「販売価格への転嫁難(回答数5)」の項
目を上げている。採算、資金繰りの項目で「不変」回答が多かったことから、現状では
製造原価、諸経費の上昇分を企業努力により吸収しているものと思われる。今後もコス
トの上昇傾向が続くことが予想されることから、販売価格への転嫁が進まない場合、採
算・資金繰りの悪化が懸念される。

調査事業所数２８社。　経営上の問題点として「仕入価格の上昇(回答数20)」、「従業
員の確保(回答数12)」、「人件費以外の経費の増加(回答数10)」の項目が多くあげられ
ている。官公・民間ともに受注状況は堅調で、仕入・コストの上昇分も比較的価格に転
嫁できている。しかし資材価格の高騰、建築資材の流通遅延、慢性的な人手不足など、
回復の見込みが立っておらず、一部では工期の延期・遅延も発生するなど不透明な状況
が続いており、今後の動向が注視される。




